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総  長　白井　克彦 

　２００７年度に迎えた創立１２５周年を契機として、本学は、２００８年度、目指すべき将来像の実

現に向けた中長期計画である「Waseda Next 125」を策定し、これをスタートさせました。

「Waseda Next 125」の目指す方向性は、日本の大学という存在を超えた、グローバルユ

ニバーシティ「ＷＡＳＥＤＡ」を構築することにあります。 

　社会、経済におけるグローバリゼーションの進展が、大学の教育研究活動および社会貢献活動に大きな影響を与え、

世界レベルの大学間競争が激しさを増す中にあっても、知の国際連携と地球社会における人的ネットワーク形成の必

要性が広く認識されてきています。このような状況の中で、総合大学としての強みを活かしながら、学問の活用を通じ

て人類共通の課題に対する問題解決の方向性を提示し、広く社会に貢献していくことが今まさに本学に求められた責

務であると考えています。 

　一方、昨今の深刻な経済不況により、非常に厳しい大学運営が求められる中、策定した事業計画については、その内

容を十分に吟味し、再点検した上で、事業の優先度を考慮しながら実行に移すことが必要となっています。 

　このような状況をふまえながら、２００８年度において本学は、その使命である教育研究活動および社会貢献活動をさ

らに充実させるべく各事業を推進しました。 

　教育面では、基盤教育プログラムとしてのアカデミックリテラシー教育の充実、大学と産業界との連携による社会連

携教育等を通じて学生の潜在力を引き出すことを目指しながら、多様な学問・文化・言語・精神が交流するグローバル

キャンパスを実現し、「日本から世界を考える」ことができる人材、「世界から日本を見る」ことができる人材、すなわち

「地球市民」の育成に努めています。 

　研究面では、国内外の大学・研究機関・企業との連携を強化しながら、２１世紀の社会が求める先端研究に果敢に挑戦

し、環境問題、資源問題等様々な人類共通の課題に取り組み、医学と理工学・生命科学を融合させた健康医療技術分野、

世界各地域に関する地域研究などにも裾野を広げています。また、新学術分野の創出に不可欠な若手研究者の増強に

着手し、将来本学の研究の中核を担う研究者を育成しています。 

　さらに、ボランティア活動、地球環境保全のための取り組み、生涯学習の推進など社会貢献活動にも、学問と社会の架

け橋としての役割を担うべく積極的に取り組んでいます。 

 

　日本の「早稲田」から世界の「ＷＡＳＥＤＡ」へ。本学は、世界レベルの教育・研究拠点となることを目指すとともに、深

い学識と豊かな人間性を兼ね備えたグローバルリーダーを育成して参ります。今後とも一層のご支援、ご協力を賜りま

すよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

本報告書の対象期間　２００８年４月～２００９年３月（一部左記

期間以前または以後の事業についても記載しています） 
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早稲田大学教旨 

学校法人の概要 

　早稲田大学は学問の独立を全うし、

学問の活用を効し、模範国民を造就する

を以て建学の本旨と為す。 

　早稲田大学は学問の独立を本旨と為

すを以て、之が自由討究を主とし、常に独

創の研鑽に力め以て世界の学問に裨補

せん事を期す。 

　早稲田大学は学問の活用を本旨と為

すを以て、学理を学理として研究すると

共に、之を実際に応用するの道を講し以

て時世の進運に資せん事を期す。 

　早稲田大学は模範国民の造就を本旨

と為すを以て、個性を尊重し、身家を発

達し、国家社会を利済し、併せて広く世界

に活動す可き人格を養成せん事を期す。 

沿　革 

1882年　明治15年 

1902年　明治35年 

1907年　明治40年 

1913年　大正 2年 

1920年　大正 9年 

 

1949年　昭和24年 

1966年　昭和41年 

1978年　昭和53年 

1982年　昭和57年 

1987年　昭和62年 

1990年　平成 2年 

1991年　平成 3年 

1994年　平成 6年 

1998年　平成10年 

2000年　平成12年 

2001年　平成13年 
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　「学問の独立」は、「在野精神」「反骨の精神」と結び合います。本学

は、自主独立の精神を持つ近代的国民の養成を理想として、権力や時

勢に左右されない、科学的な教育・研究を行ってきました。 

学問の独立 

　近代国家をめざす日本にとって、学問は現実に活かしうるものであ

ること、日本の近代化に貢献するものであることが求められました。つ

まり「学問の活用」です。安易な実用主義ではなく「進取の精神」とし

て、本学の大きな柱の一つになりました。 

学問の活用 

　庶民の教育を主眼として創設された本学。その３つめの建学の理念

が「模範国民の造就」です。グローバリゼーションが進展する現代、豊

かな人間性を持った「世界市民の育成」と言い換えることができるで

しょう。建学の理念とそこから生まれ受け継がれてきた早稲田スピリ

ットは、私たちの財産。早稲田人がひとしく身につける校風です。 

模範国民の造就 

東京専門学校創設 

早稲田大学に改称 

大隈重信総長就任 

教旨制定 

大学令による大学に 

（5学部・大学院・高等学院の設置） 

新制大学への移行 

社会科学部設置 

専門学校開校 

本庄高等学院開校 

人間科学部設置 

教育学研究科設置 

人間科学研究科設置 

社会科学研究科設置 

アジア太平洋研究科設置 

国際情報通信研究科設置 

日本語教育研究科設置、専門学校

を芸術学校に改称 

2003年　平成15年 

 

 

 

2004年　平成16年 

 

 

2005年　平成17年 

2006年　平成18年 

2007年　平成19年 

 

 

 

 

 

2008年　平成20年　 

 

専門職大学院（アジア太平洋研究科、

公共経営研究科）、情報生産システ

ム研究科（北九州）、スポーツ科学部、

川口芸術学校設置 

法務研究科（法科大学院）、ファイナ

ンス研究科（専門職大学院）、国際

教養学部設置 

会計研究科(専門職大学院)設置 

スポーツ科学研究科設置 

第一文学部・第二文学部を文化構

想学部・文学部に、理工学部・研究

科を基幹理工学部・研究科、創造理

工学部・研究科、先進理工学部学部・

研究科に再編。環境エネルギー研

究科設置 

教職研究科(専門職大学院)設置 



組 織 図  
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○学術院とは 

　学部・大学院教育の強化お

よび研究機能の強化を目指し、

同系統の学部・大学院・研究

所の運営を統合し一体的に行

う本学独自の組織です。 

 

○※印は、2007年度から募

集停止。在学生がいなくなっ

た時点で廃止する。 

【2009年4月1日現在】 

政治経済学部 
政治学研究科 
経済学研究科 
公共経営研究科 
現代政治経済研究所 
法学部 
法学研究科 
比較法研究所 
法務研究科 
法務教育研究センター 
第一文学部※ 
第二文学部※ 
文化構想学部 
文学部 
文学研究科 
教育学部 
教育学研究科 
教職研究科 
教育総合研究所 
商学部 
商学研究科 
商学学術院総合研究所 
ファイナンス研究科 
ファイナンス研究センター 
会計研究科 
理工学部※ 
基幹理工学部 
創造理工学部 
先進理工学部 
理工学研究科※ 
基幹理工学研究科 
創造理工学研究科 
先進理工学研究科 
理工学術院総合研究所 
国際情報通信研究科 
国際情報通信研究センター 
環境エネルギー研究科 
環境総合研究センター 
情報生産システム研究科 
情報生産システム研究センター 
社会科学部 
社会科学研究科 
人間科学部 
人間科学部（通信教育課程） 
人間科学研究科 
人間総合研究センター 
スポーツ科学部 
スポーツ科学研究科 
スポーツ科学研究センター 
国際教養学部 
アジア太平洋研究科 
アジア太平洋研究センター 
日本語教育研究科 
日本語教育研究センター 
 
別科日本語専修課程 
図書館 
坪内博士記念演劇博物館 
會津八一記念博物館 
高等研究所 
メディアネットワークセンター 
オープン教育センター 
遠隔教育センター 
エクステンションセンター 
環境保全センター 
大学史資料センター 
保健センター 
総合研究機構 
ナノ理工学研究機構 
先端科学･健康医療融合研究機構 
ＩＴ研究機構 
アジア研究機構 
日米研究機構 
イスラーム地域研究機構 
日欧研究機構 
重点領域研究機構 
平山郁夫記念ボランティアセンター 
競技スポーツセンター 
留学センター 
研究戦略センター 
 

教務部 

研究推進部 

国際部 

学生部 

文化推進部 

総務部 

人事部 

財務部 

キャンパス企画部 

総長室 

広報室 

早稲田大学 
 
 
 
 
高等学院 

本庄高等学院 

芸術学校 

川口芸術学校 

総
　
長
（
理
事
長
・
学
長
） 

評
議
員
会
・
理
事
会

 

監
査
室 

商
議
員
会 

【2009年4月1日現在】 

別 科 

役　員 

総長（理事長） 
 
常 任 理 事  

白井　克彦 

堀口　健治 
田山　輝明 
土田健次郎 
清水　　敏 
内田　勝一 
藁谷　友紀 

太田　正孝 
西谷　　章 
堀越　佳治 
野嶋栄一郎 
田内　秀昭 
小林栄一郎（学外） 

村岡　　功 
本多　聖治 
谷口　邦生 

河野　栄子（学外） 
梅里　泰正（学外） 
福田　秋秀（学外） 

平山　正剛（学外） 
渡邉正太郎（学外） 

　理　　事 
 
 
　 
　監　　事 

国際学術院 

スポーツ科学学術院 

人間科学学術院
 

社会科学総合学術院 

理工学術院 

商学学術院 

教育・総合科学 
学術院 

文学学術院 

法学学術院 
 

政治経済学術院 
 



1.「教育の早稲田」の充実 

2008年度事業の概要 

　（１）大学院等の新設　　　 
 

　実践力のある人材が必要とされている学校教育やジャ

ーナリズムの現場の要請に応え、いじめや学力低下など多

様な問題に対応できる「学校教育のリーダー」を養成する

教職大学院、教育学部初等教育学専攻、「早稲田精神」を

持ったジャーナリストを養成する政治学研究科ジャーナリ

ズムコースを2008年度に新設しました。また、特色のあ

る他大学との共同大学院（共同専攻）の設置に向けた準

備を進めました。 

 

①教職大学院 

　教員養成に特化した専門職大学院である教職大学院制

度の新設に伴い、教職研究科を開設しました。これまでの

教員養成と教育研究の実績を活かして質の高い教員養成

カリキュラムを開発するとともに、学校や教育委員会との

協力関係を構築し、高度な専門性と豊かな社会性・人間性

を備えた教員を養成していきます。 

 

②教育学部初等教育学専攻 

　本学は、中学校・高等学校の教員養成に関しては長い伝

統と実績を有していますが、小学校教員免許状の取得を

希望する学生の増加や教員需要が高まっている社会的要

請に応え、教育学部に初等教育学専攻を開設しました。高

い資質を備えた小学校教員を養成し、教員の資質向上と

教育の活性化に大いに寄与していきます。 

 

③政治学研究科ジャーナリズムコース 

　政治学研究科に、日本で初めて「ジャーナリズム」の学

位を授与するジャーナリズムコースを開設し、先進的なジ

ャーナリズム教育プログラムを開始しました。本学はこれ

まで多くの優れたジャーナリストを輩出してきましたが、今

後も高度専門職業人としてのジャーナリストを養成し、そ

の存在感を一層確固たるものとしていきます。 

 

④共同大学院（共同専攻）の設置準備 

　東京女子医科大学と生命医工学分野、東京都市大学と

原子力分野、東京農工大学と先端健康科学分野の連携を

強化しており、2010年度の大学院共同専攻設置に向け

た準備を進めています。 

　（２）全学基盤教育の推進 　　　 
 

　昨今、大学の大衆化に伴う基礎学力の低下が指摘され

ていますが、本学では、学生が自力で学問に取り組む能力

や在学中および卒業後に自力で活路を切り開く能力を身

につけることを目的として、低学年の学生を対象とした全

学基盤教育を推進しています。 

 

①WASEDA式アカデミックリテラシー科目 

　あらゆる学問分野（アカデミック）の基礎的能力（リテラ

シー）を身に付けるための導入科目として、「英語」「日本

語」「数学」の3つの分野で、すべての新入生を対象とす

る「1万人シリーズ」を実施しています。 

●「チュートリアル・イングリッシュ」。1組4人の少人数で「話

す」「聞く」力を徹底的に鍛える、WASEDA式英語学習

の第一歩です。 

●「学術的文章の作成」。レポートなど、学術的な文章を

書くための基本スキルを身につけます。学校や自宅で

いつでもアクセスできるオンデマンド方式で学びます。 

●「数学基礎」。文系学生の数学に対する苦手意識を解消

し、金利の計算など身の回りにある数学を通じて、大学

や社会で役立つ数理的・論理的な思考能力を開拓します。 
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★理工学部創立100周年 

　1908年の本学創立25周年を機に、日本で初めて「理工」の名を冠し

た「早稲田大学理工科」として設立した理工学部が、創立100周年を迎

えました。2007年からは3学部・3研究科（基幹理工学部・研究科、創造

理工学部・研究科、先進理工学部・研究科）に再編成し、産業界・社会と連

携した教育・研究の充実に取り組んでいます。 

★社会科学部の昼間学部化 

　社会科学部は、1966年に社会科学系学部（第二政治経済学部、第二

法学部、第二商学部）の夜間教育を統合し、独立した夜間学部として設立

しました。その後、社会情勢の変化を受けて1998年より昼夜開講制と

なり、2009年4月よりカリキュラム改革の実施とあわせて昼間学部へ移

行することになりました。 
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②テーマカレッジ 

　「テーマカレッジ」は、テーマ毎に学部の枠を超えて学

生と教員が集う学部横断型のゼミ教育で、主として低学年

を対象に1クラス20人以下の少人数で実施しています。

低学年のうちから大学における学び方に触れ、討論やプレ

ゼンテーションを徹底的に繰り返すことで、自ら考え、学び

とる姿勢を養成しています。 

　（３）他大学・企業との連携教育 　　　 
 

　国内や海外の一流大学との連携教育により、相互の教

育を補完・強化するとともに、社会的・国際的ニーズに応じ

た人材育成における相乗効果を発揮し、教育水準の更な

る強化を図っています。また、産業界との連携により、学生

のキャリアデザインや新たな学問への動機づけを導き出し、

実践力のある人材の育成に取り組んでいます。 

 

①国内大学との連携教育 

　2008年度から開始された文部科学省「戦略的大学連

携支援事業」に2つのプログラムが採択され、北九州市立

大学・九州工業大学との連携では産業界を巻き込んだカ

ーエレクトロニクス分野の人材育成を、また山梨大学との

連携では医学・理工学の両面に精通した先端生命科学分

野の人材育成を共同で行っています。この他にも、筑波大

学と医学・理工学分野での学士課程教育プログラムの検

討を開始するなど、他大学との連携による教育内容の相

互補完・強化に取り組んでいます。 

 

②海外大学との連携教育 

　学生が留学を通じて本学・留学先双方の学位を取得す

ることができる「ダブルディグリー・プログラム」では、すで

に連携を進めている北京大学、復旦大学、国立台湾大学、

シンガポール国立大学、ナンヤン工科大学に加え、2008

年度から新たにコロンビア大学とのプログラムを開始しま

した。 

　また、海外大学とコンソーシアムを形成し、参加大学が

提供しあう科目を学生が留学を通じて相互に受講する「グ

ローバルカレッジ」では、2008年度に復旦大学等と共同

で実施する科目の提供を開始しました。また今後に向けて、

ハーバード大学、イェール大学、コロンビア大学、ワシント

ン大学、北京大学、高麗大学、シンガポール国立大学等の

世界トップクラスの大学にグローバルカレッジ構想への協

力を打診し、基本合意を得ました。 

 

③企業等との連携教育 

　社会と連携した教育では、従来より企業等からの寄附講

座やインターンシップなど、企業等の協力を受けて実践力

のある人材の育成に取り組んでいます。また、日産自動車

や日本電気、ANA総合研究所との間では、学生が企業人

とワークショップ形式で基礎知識について学びながら、企

業に対して企画立案・提案を行う新しいタイプの実践型プ

ロジェクト「プロフェッショナルズ・ワークショップ」を行っ

ています。 

 

　（４）教育のグローバル化 　　　 
 

　全世界から留学生を受け入れるとともに、日本人学生に

は地球上の至るところで学習できる機会を提供し、世界各

国からの留学生との交流や、文化・環境の異なる外国での

生活の実体験による、豊かな人間性や国際性を持った「地

球市民」の育成に取り組んでいます。 

テーマカレッジ一覧 

アート〔創造と鑑賞〕 

アイルランドの文化 

「新しいアジア」を味わい知ろう 

ＥＵ・欧州統合研究 

イスラム的・知の探訪 

英語「で」学ぶ 

越境する想像力 

オーストラリア研究 

＜教える－学ぶ＞の今と昔 

音響学 

変わりゆく現代都市・地域 

感性と文化 

国際言語文化研究 

国際コミュニケーション 

ことばの科学 

コリア研究 

ジェンダー研究 

情報処理とネット入門 

身体・環境・映像 

台湾研究 

地中海 

中国研究 

奈良美術研究 

日本とバリ島 

ネイチャー 

東アジアの法と外交 

ヒューマノイド 

平和学 

ユネスコ 

Wonderland Germany 
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①海外からの留学生の受け入れ  

●海外学生のリクルート 

　本学は600校を超える海外協定校を持ち国内最大級

のネットワークを誇っており、これらの海外協定校を通じた

学生の交流を行っています。また2008年度より、優秀な

外国学生を獲得する有効な方法として海外の有力高校を

対象とした指定校推薦制度を開始しました。韓国では、進

学実績が高く日本語学科を有する外国語高校10校を指

定校として2009年度より入学受け入れを開始するほか、

中国においても、進学実績が高い外国語高校5校を指定

校として2010年度より入学者を受け入れる予定です。 

 

●日本語未履修者コースの整備 

　本学ではこれまで、国際教養学部、アジア太平洋研究科、

商学研究科（専門職学位課程ビジネス専攻）、国際情報通

信研究科、情報生産システム研究科で、英語による学位取

得プログラムを整備してきましたが、2009年度からは基

幹・創造・先進理工学部でも日本語未履修者を受け入れ、

低学年のうちは英語で受講するとともに日本語を集中的

に学習し、3・4年次には日本語でも受講できるプログラム

を開始します。 

 

●学生寮の整備 

　海外からの留学生に生活の場を提供するため、2008

年4月に留学生と地方学生との混在型の学生寮として田

無学生寮を、8月には交換留学生を受け入れる西早稲田

学生寮を関連会社を通じて開寮しました。田無学生寮では、

寮内の各種プログラムを通じて、留学生と日本人学生の交

流を図りながら、新たな課外教育活動を展開しています。

また、新たな学生寮の用地として中野の国有地を取得し、

2013年度に900人規模の留学生と地方学生との混在

型の学生寮をオープンする予定です。 

②日本人学生の海外留学の推進 

●短期留学プログラムの拡充 

　1年間や半年間の長期留学プログラムに加えて、夏休み

と春休みの期間中に数週間～1ヶ月程度で実施する短期

留学プログラムを拡充しています。内容は語学研修、留学

準備、異文化体験などが中心で、2008年度は600人を

超える学生が文化・環境の異なる外国での生活を実体験

しました。 

 

●留学準備プログラムの充実 

　海外体験の少ない学生を留学に向けて後押しするため、

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2004 2005 2006 2007 2008（年度） 

（人） 

1,836
2,076

2,368
2,721

2,951

外国人留学生数 

外国人留学生の国籍内訳 

中国 
36%

韓国 
25%

台湾 
7%

アメリカ 
7%

タイ 
3%

その他 
22%
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さまざまな留学準備プログラムを提供しています。リスニ

ング、ライティング、プレゼンテーションなどの留学準備講

座では、英語を手段として使いこなす訓練を行い、現地で

の授業に円滑に適応するための学習スキルを養成してい

ます。 

　また、ビデオ会議システムを用いて海外大学と共同で行

う異文化交流授業「CCDL (Cross-Cultural Distance 

Learning）」では、高麗大学、復旦大学等との遠隔授業に

より、日本に居ながらにして海外に触れられる機会を提供

しています。 

③世界各国からの留学生との交流  

　留学生と日本人学生が、文化や国境を越えた交流を促

進させることにとどまらず、相互理解・相互認識による「共

生」のための学習機会を提供し、学生の潜在的な能力およ

びリーダーシップを涵養することを目的として、国際コミュ

ニティセンターを運営しています。同センターでは、語学

を相互に学びあう「語学相互学習プログラム」や、学生の

企画・運営による文化紹介イベント、交流イベント等各種イ

ベントやフィールド・トリップ等を開催し、世界各国から集う

留学生との共生を実現しています。 

　（５）附属校・系属校の充実強化 　　　 
 

　国内の18歳人口の減少傾向が続くなか、学生募集にか

かわる施策は重要な課題となっています。優秀な学生を

早期に確保するとともに、中学生や高校生のうちから早稲

田で学ぶ誇りを持ち、大学を卒業してからも早稲田スピリ

ットを持ち続ける人材を育成するため、附属校・系属校の

充実強化に取り組んでいます。 

 

①附属中学校の開設準備 

　本学初の附属中学校として、2010年4月開設を目指し、

早稲田大学高等学院に中学部を併設する準備を進めてい

ます。これにより、後期中等教育を担ってきた高等学院と

連携しながら、中等教育から大学における高等教育までの

一貫性を強化し、優秀な生徒の能力をさらに伸ばしていく

予定です。 

 

②新規系属校の確保 

　全国から学生が集う本学の伝統を受け継ぎ、入学者が

首都圏に集中しがちな現象に歯止めをかけるため、地方

に新規系属校を設けることを決定しました。本学進学につ

いては全入型ではなく上限を定めるとともに、本学の教育

に共鳴し教育の質を高めるための中高大連携を図ることで、

切磋琢磨のなかで育った優秀な学生を確保していく方針

です。 

 

0
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海外留学者数 

長期留学者の国別内訳 

2004

長期留学者 短期留学者 

2005 2006 2007 2008 （年度） 

（人） 
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849
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867 843

アメリカ 
49%

中国 
11%

イギリス 
11%

スペイン 
5%

フランス 
5%

カナダ 5%

ドイツ 5%

その他 
9%
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●早稲田摂陵中学校・高等学校 

　関西圏における初の系属校として、2009年度から「早

稲田摂陵中学校・高等学校」を新たに系属化します。今後は、

中高大連携による人材育成プログラムを開発して本学の

教育理念に中学生のうちから触れられるようにし、本学が

目指す人材育成の理想を実現していきます。 

 

●早稲田佐賀中学校・高等学校 

　九州圏における初の系属校として、本学創設者大隈重

信ゆかりの地佐賀県において2010年4月に開設を予定

している早稲田佐賀中学校・高等学校を系属校とすること

を決定しました。 

　（６）奨学金制度の充実 
　 
　国内そして世界から優秀な学生を集めるには、その経

済的負担を軽減するための奨学金制度の充実が不可欠で

す。 

　現在、奨学金を利用している学生は、日本学生支援機構

等の学外奨学金をあわせてのべ約2万3千人、金額にして

年間約151億円に上っています。このうち本学が独自に

支給する学内奨学金は、卒業後も返済する必要のない給

付奨学金であることを特徴としており、2008年度の支給

実績は約29.7億円と、全国でも有数の給付金額を誇って

います。2008年度は、入試出願時に奨学金給付を約束

することで地方出身者の入学をうながす「めざせ！都の西

北奨学金（入試前予約採用奨学金）」、博士後期課程の学

費の実質無料化を実現する「大学院博士後期課程若手研

究者養成奨学金」等を導入し、奨学金制度の充実に努めま

した。 

　また、家計急変等の緊急時には、日本学生支援機構奨学

金の「緊急採用・応急採用奨学金」が利用可能なほか、学

内給付金では「校友会給付緊急奨学金」、「外国人留学生

給付緊急奨学金」の支給により対応しています。 

2004 2005 2006 2007 2008 （年度） 
0

10

20

30
（億円） 

学内奨学金の支給実績 

★早稲田健康キャンパスの実現 

　早稲田健康キャンパスは、学生が人間力を形成するなかで心と体の健

康を維持し、自己の健康に責任が持てるよう、運動・食・医療・心のケアの

総合的なアプローチを図り、在学中のみならず卒業後も健康に生活を維

持できることを目的として2008年度から開始した事業です。 

　2008年度の取り組み内容としては、健康キャンパスキャンペーンと

銘打ち、4月に記念シンポジウムを開催した他、学生健康増進互助会との

連携によるアルコールパッチテスト・ヤニ検査、学外諸機関との連携によ

る体素成形測定を実施し、また6月には近隣商店街および大学生協との

共同による健康まつりを開催しました。さらに後期にはオープン科目「健

康創成論」を設置し、11月には総長杯スポーツ大会への支援活動を行う

など各種事業を展開し、健康キャンパスへ向けた取り組みを実施してい

ます。 
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主な国家試験合格者数（上位5校） 

2008年度　国家公務員 Ⅰ 種試験　　(　)は2007年度 

2008年度　新司法試験　　(　)は2007年度 

2008年度　旧司法試験　　(　)は2007年度 

東京大 

417 (437) 

 

東京大 

200 (178) 

 

東京大 

25 (45)

京都大 

161 (174) 

 

中央大 

196 (153) 

 

京都大 

14 (25)

早稲田大 

101 (85) 

 

慶應大 

165 (173) 

 

中央大 

13 (20)

東北大 

61 (74) 

 

早稲田大 

130 (115) 

 

早稲田大 

12 (35)

慶應大 

59 (72) 

 

京都大 

100 (135) 

 

慶應大 

11 (16)

順位　 　　　業種名称　 　　　　　　　内定先名称　  

1  普通銀行 （株）みずほフィナンシャルグループ　 137 

2  普通銀行 （株）三菱東京ＵＦＪ銀行　 104 

3  損害保険業 東京海上日動火災保険（株） 　 68 

4  生命保険業 日本生命保険（相）　  55 

5  普通銀行 （株）三井住友銀行　 51 

6  損害保険業 （株）損害保険ジャパン　 50 

7  証券業 野村證券（株）　  47 

8  通信業 （株）エヌ・ティ・ティ・データ（ＮＴＴデータ）　  45 

9  放送業 日本放送協会（ＮＨＫ） 　 44 

10  地方公務員 東京都職員�類　 43 

11  電気機械器具製造業 日本電気（ＮＥＣ）（株） 　 41 

11 電気機械器具製造業 富士通（株） 　 41 

13  精密機械器具製造業 キヤノン（株）　  39 

13  輸送用機械器具製造業 トヨタ自動車（株）　  39 

15  証券業 大和証券（株） 　 38 

16  損害保険業 三井住友海上火災保険（株） 　 34 

17  生命保険業 第一生命保険（相） 　 32 

17  印刷業 大日本印刷（株）　  32 

19  専門サービス業 アビームコンサルティング（株） 　 31 

19  地方公務員 特別区（東京２３区）職員　 31 

21  国家公務員 国家公務員�種　 30 

21  国家公務員 国家公務員�種　 30 

23  電気機械器具製造業 日本アイ・ビー・エム（株）　  29 

23  信託銀行 三菱ＵＦＪ信託銀行（株） 　 29 

25  専門サービス業 アクセンチュア（株） 　 28 

25  電気機械器具製造業 （株）日立製作所　 28 

25  輸送用機械器具製造業 本田技研工業（株） 　 28 

28  普通銀行 （株）りそな銀行　 26 

29 広告業 （株）電通　 25 

29  広告業 （株）リクルート　 25 

2008年度　学部生就職者数ランキング 
※2009年4月15日現在の進路報告者数 

合計 

　（７）キャリア･就職支援 
　 
　キャリア支援事業では、1・2年生の低学年から自分自身

のキャリアを考えるための各種セミナー・イベントを開催

しており、なかでもビジネスの一線で活躍するOB・OGと

の懇談会「OB・OGカジュアルトーク」は9回開催され、参

加者数が1,129名と人気を博しています。また、特にイン

ターンシップの充実に取り組んでおり、授業等の教育プロ

グラムと組み合わせて実施する「インターンシップ・オフィ

ス公認プログラム」をはじめとして、2008年度は約

1,200人がインターンシップに参加しました。 

　3年生以上を対象とする就職支援事業では、学内企業

説明会や業界研究講座、面接対策講座等の各種イベント・

講座に加えて、集団模擬面接会、SPI（職業適性）模擬試験、

エントリーシート作成等の体験セミナーを開催しており、

延べ4万人を越える学生が参加しています。 

　また、経済情勢が大きく変動した昨秋以降は、学内企業

説明会の開催回数を増やして学生が企業にふれる機会を

積極的に提供しているほか、就職活動についての不安や

悩みを抱える学生に対しては、職員をはじめ、キャリアカウ

ンセラーや内定を得た学生キャリアアドバイザーによる個

別相談に応じています。 



COE拠点一覧 

２. 「研究の早稲田」の飛躍 
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　（１）研究体制の組織的・戦略的強化　
　　 
　総合大学としての強みを生かして総合的・学際的な研

究活動を推進するため、重点研究推進分野の策定等の基

本戦略を定める「全学研究会議」のもと、組織的・戦略的

に研究活動を推進しています。2009年4月には、研究活

動の分析・評価や研究戦略の企画を担う「研究戦略センタ

ー」を新たに設置し、戦略立案機能を強化します。 

　また、既存の研究組織の枠を超えて研究領域（当面は人

文科学、社会科学、理工学、融合・学際の4領域）を設定し

研究者間の交流を活性化させるため、2009年4月に「研

究院体制」を発足させる予定で、組織横断的に重点研究

推進分野の拠点を創出していきます。 

　（２）重点研究拠点の形成 
　　　 
　学理と実学を融合した総合的研究、学際分野における

独創的研究といった本学の創立以来の特長を生かし、文部

科学省の選定するCOE拠点や本学が独自に設立している

研究機構等の先端的な研究拠点の形成を推進しています。 

 

①COE拠点 

　2008年度は文部科学省のグローバルCOEプログラム

に3拠点が採択され、スーパーCOEプログラムとあわせた

COE拠点は私立大学最多の8拠点となり、本学の研究力

が高く認められました。COE拠点では、国際的な研究活動

を展開するとともに、高度な研究能力を有する人材を育

成することで、国際的に卓越した教育研究拠点を形成して

います。 

分野 

人文科学 

社会科学 

社会科学 

化学、材料化学 

情報、電気、電子 

機械、土木、建築、 

その他工学 

学際、複合、新領域 

学際、複合、新領域 

２００７ 

２００８ 

２００８ 

２００７ 

２００７ 

２００８ 

２００４ 

２００７ 

分野 研究機構名 

②研究機構 

　総合的・学際的課題の典型である地域研究を推進する

ため、イスラーム地域研究機構を設置しました。同機構は

文部科学省「人文学及び社会科学における共同研究拠点

の整備の推進事業」の拠点にもなりました。2009年4月

発足予定の日欧研究機構は欧州委員会助成の「EUIJ早

稲田」の中心として、地域研究の拠点を形成していきます。 

　また、総合研究機構では160からなるプロジェクト研究

所がボトムアップ型の融合研究を展開しているほか、

2009年4月に設置する重点領域研究機構では重点研究

推進分野のトップダウン型の研究を行う予定であり、新た

な拠点形成を目指しています。 

アジア研究機構 

日米研究機構 

イスラーム地域研究機構（2008年度新設） 

日欧研究機構（2009年度新設） 

ナノ理工学研究機構 

先端科学・健康医療融合研究機構 

IT研究機構 

総合研究機構 

重点領域研究機構（2009年度新設） 

地域研究 

理工系研究 

総合研究 

拠点名（中核組織） 

演劇・映像の国際的教育研究拠点（演劇博物館） 

制度構築の政治経済学（経済学研究科） 

成熟市民社会型企業法制の創造（法学研究科） 

「実践的化学知」教育研究拠点（先進理工学研究科） 

アンビエントSoC教育研究の国際拠点 

（基幹理工学研究科） 

グローバルロボットアカデミア（創造理工学研究科） 

先端科学と健康医療の融合拠点 

（先端科学・健康医療融合研究機構） 

アジア地域統合のための世界的人材育成拠点 

（アジア太平洋研究科） 

 

研究機構一覧 

採択年度 

外部研究資金の獲得状況 

2004 2005 2006 2007 2008 （年度） 
0

20

40

60

80

100

（億円） 

※2008年度は見込額 
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③先端生命医科学センター 

　本学と東京女子医科大学は40年前より人工心臓や生

体計測の分野で協力し、生命医工学分野での新たな学問

領域の創出を目指して共同研究に取り組んできました。そ

の展開拠点として、東京女子医科大学との連携施設「東京

女子医科大学・早稲田大学連携先端生命医科学研究教育

施設（TWIns）」を新設し、生命医科学、医工学、バイオ領

域の研究設備と人員を結集する環境を整えました。 

　（３）他大学・企業との連携研究 
　 
　独創的かつ先端的な新学術分野に挑戦するためには、

他大学との連携による学際分野の展開、産業界との連携

による学理と実学との融合が不可欠であることから、他大

学・産業界との連携による第一級の研究活動を推進して

います。 

 

①他大学との連携研究 

　大学間の積極的な連携を推進する文部科学省の施策も

あり、2008年度は他大学との連携が活性化した1年でし

た。 

　共同大学院（共同専攻）の設置準備を進めている東京

女子医科大学（生命医工学）、東京都市大学（原子力）、東

京農工大学（先端健康科学）との連携のほか、特に生命医

工学分野において、奈良県立医科大学、山梨大学等との連

携研究を実施しています。 

 

②企業との連携研究 

　産業界との連携については、日本電信電話との情報通

信分野での提携、三菱マテリアルとの材料・エネルギー分

野での提携をはじめとして、民間企業からの受託研究や共

同研究による活発な連携研究を行っています。研究成果

についても特許出願件数は国内78件、国外26件、技術移

転件数は70件と成果をあげており、特に機械、電気・電子、

情報通信、バイオ等の分野での連携研究が活性化してい

ます。 

　また、国際的な産学連携活動については、シンガポール、

北京等で産学連携に関するシンポジウムを開催するとと

もに、研究員を現地に派遣し、案件の掘り起こしに着手し

ています。 

　（４）研究のグローバル化 
　 
　国際的な研究活動が求められるCOE拠点を中心に、国

際規模の共同研究連携を推進しています。例えば、ロボッ

ト工学で有名な聖アンナ高等大学院大学（イタリア）との

間では、両大学内に共同研究室を設けて研究者を相互派

遣するなど、バイオ・ロボティクス分野における活発な連携

活動に取り組んでいます。 

　また重点地域としては、シンガポール、北京、上海等の海

外拠点を活用したアジア地域での研究活動を推進しており、

シンガポールに有する早稲田・オリンパス・バイオサイエン

ス研究所での脳研究をはじめ、北京大学と環境分野、復旦

大学とジャーナリズム分野での共同研究活動に取り組ん

でいます。 

　（５）若手研究者の育成 
　 
　2009年度入学者より「大学院博士後期課程若手研究

者養成奨学金」を新設することで、博士後期課程の在学生

ほぼ全員に対して授業料相当額の奨学金を支給できるよ

うに対応します。博士後期課程の学費を実質無料化する

ことに伴い、優秀な若手研究者の受け入れを促進してい

きます。 

　受け入れた若手研究者の養成にあたっては、博士キャリ

アセンター事業（文部科学省「実践的博士人材養成プログ

ラム」）やポスドク・キャリアセンター事業（同「科学技術関

係人材のキャリアパス多様化促進事業」）を活用して産業

のさまざまな分野で活躍できる人材の育成に努めている

ほか、高等研究所では若手研究者約50人を任期付で採用

してチャンスを与え、将来本学の研究の中核を担う研究者

を育成しています。 

 



国際学術院 国際教養学部 アジア太平洋研究科  
日本語教育研究科 

アジア太平洋研究センター 
日本語教育研究センター 

スポーツ科学 
学術院 スポーツ科学部 スポーツ科学研究科 スポーツ科学研究センター 

人間科学学術院 人間科学部 人間科学研究科 人間総合研究センター 

社会科学 
総合学術院 

社会科学部 社会科学研究科 

理工学術院 

基幹理工学部 
創造理工学部 
先進理工学部 
理工学部 

理工学術院総合研究所 
 
 
国際情報通信研究センター 
情報生産システム研究センター 
環境総合研究センター 

基幹理工学研究科 
創造理工学研究科 
先進理工学研究科 
理工学研究科 
国際情報通信研究科  
情報生産システム研究科 
環境・エネルギー研究科 

商学学術院 商学部 
商学学術院総合研究所 
ファイナンス研究センター 

商学研究科 
ファイナンス研究科 
会計研究科 

文学学術院 

文化構想学部 
文学部 
第一文学部 
第二文学部 

文学研究科 

法学学術院 法学部 法学研究科  
法務研究科 

比較法研究所 
法務教育研究センター 

政治経済学術院 政治経済学部 現代政治経済研究所 
政治学研究科 
経済学研究科 
公共経営研究科 
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　（６）研究成果の発信 
　 
　英語による研究成果の国際的な発信を強化するため、

若手研究者を対象とする英語論文作成講座の開催、関連

会社を通じた英語論文校閲サービスなどに取り組んでおり、

今後も順次取り組みを強化して研究成果を国際的に発信

していく予定です。 

　また、本学が出版経費を直接負担する学術研究書出版

制度を開始し、2008年度は「早稲田大学モノグラフ」13

点、「早稲田大学学術叢書」1点を早稲田大学出版部から

刊行して学術出版を奨励すると同時に、本学の出版機能

の強化を図っています。 

３． 教育研究基盤の整備 

　（１）教員組織の整備 
　　　 
　2004年度に新しい教員組織として設置した「学術院」

は、系統内の学部教育、大学院教育、研究活動の連携を強

化するため、それ以前は独立した組織として位置付けてい

た学部・研究科・研究所を系統毎に一体的に運営する体制

として導入したものです。そして2009年4月より、それ

まで学術院に所属していなかった6研究科（アジア太平洋

研究科、日本語教育研究科、国際情報通信研究科、情報生

産システム研究科、法務研究科、環境・エネルギー研究科）

をすべて関連の強い学術院に加え、学術院体制を整備し

ます。 

　（２）教員種別の整備 
　　　 
　世界トップレベルの教育研究の実現を目指して、多様化

する教員・研究者のカテゴリーに対応するため、大学教員

の種別を整理しました。 

教育・ 
総合科学学術院 教育学部 教育学研究科 

教職研究科 教育総合研究所 

客員研究員 

本学に常設された教育研究組織に所属する者 

非常勤 常　勤 

専　任 

准教授 

専任講師 

任期付 客員 

非常勤講師 

ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ 
(非常勤)

客員教授 

客員准教授 

客員講師 

教授（任期付） 

准教授（任期付） 

インストラクター(任期付)

教授 特任教授 

助手 

助教 講師（任期付） 

期限付きのプロジェクトのために雇用する者 

非常勤 常　勤 

任期付 

上級研究員 

主任研究員 

次席研究員 

研究助手 

客　員 

客員上級研究員 

客員主任研究員 

客員次席研究員 

 

学　部 大学院 附属機関等 

学術院体制 

教員種別 
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４． 「社会貢献・文化推進の早稲田」の確立 

　（１）生涯学習プログラムの充実 
　　　 
　本学は創立当初より、校外生を対象とした「早稲田講義

録」の刊行、各地での「巡回講話」の開催等を通じ、生涯学

習の推進に取り組んできました。この伝統を受け継ぎ、エ

クステンションセンターで年間約1,400講座の公開講座

を開講し、約3万人の受講者に学ぶ機会を提供しているほ

か、実務志向の受講生を対象として学芸員資格課程、考古

調査士養成プログラムやビジネス講座、日本語教育学講座

等を開講しています。 

　また、eラーニングを活用した生涯学習プログラムとし

ては、日本語教育学オンデマンド講座、教員免許更新講習

があります。教員免許更新講習は、2009年度からの教員

免許更新制度に対応するもので、通学が困難な現職教員

等を対象として、インターネットを利用した”いつでもどこ

でも”受講可能なオンデマンド型講習を提供していきます。 

　（２）多様なボランティア活動の展開 
　　　 
　ボランティアセンターでは、「社会と大学をつなぐ」「体

験的に学ぶ機会を広く提供する」「学生が社会に貢献する

ことを応援する」の3つの理念のもとで、学生が主体とな

って国内外で運営する環境、教育等の多様なボランティア

プロジェクトの活動を支援しています。これらのプロジェク

トに参加する学生は延べ1万3千人に上っているほか、学

生以外でも18歳以上であれば誰でも参加可能であり、教

育機関ならではの社会貢献活動を実践しています。 

★WASEDA CULTURE

　本学では、国宝2件（礼記子本疏義巻五九、玉篇巻第九、いずれも図書

館蔵）、大隈講堂をふくむ重要文化財7件、重要美術品16件を含む図書

資料、美術品、書画、博物資料、映像資料、記録文書類など500万点以上

を所蔵しており、これらの文化資源を広く地域や社会に公開することを

通して、平和で文化あふれる豊かな社会の形成に貢献しています。 

〈2008年度に行った文化事業の一例〉 

企画展「ニッポンの映像　－写し絵・活動写真・弁士－」 

企画展「演劇博物館80周年記念名品展」 

企画展「三代目坂東三津五郎展　－その足跡と衣裳－」 

企画展「服部コレクション　－小金銅仏の世界－」「同　－鏡の世界－」 

企画展「最後の早慶戦　－3番レフト近藤清24年の生涯－」 

カラヤン生誕100年記念演奏会（大隈講堂） 

本庄早稲田能（本庄市民文化会館） 

★WASEDA SPORTS

　本学では、競技スポーツの強化に関する取り組みを積極的に行い、スポ

ーツ振興やスポーツの活用に伴う社会的リーダーの育成に努めています。 

〈北京オリンピック〉 

北川麻美（競泳） 女子100ｍ平泳ぎ6位入賞 

 女子200ｍ個人メドレー6位入賞 

竹下百合子（カヌー） 女子カヤックシングル4位入賞 

竹澤健介（陸上・長距離） 男子10000ｍ決勝進出 

坪井保菜美（新体操） 女子団体10位 

福原愛（卓球） 女子団体4位入賞、女子シングルベスト16 

安田理大（男子サッカー） 1次リーグ出場 

吉田麻也（男子サッカー） 1次リーグ出場 

〈北京パラリンピック〉 

鈴木孝幸（競泳）　 男子50ｍ平泳ぎ金メダル 

 男子150ｍ個人メドレー銅メダル 

多川知希（陸上・短距離） 男子100ｍ×4リレー決勝進出 

長谷川貴大（アーチェリー）　男子リカーブ団体4位入賞 

〈団体〉※2008年度小野梓記念スポーツ賞受賞の団体を掲載 

庭球部 全日本大学対抗テニス王座決定試合　 

 男子団体優勝（4年連続）、女子団体優勝（3年連続） 

弓道部　 全日本学生弓道女子王座決定戦　女子団体優勝 

ラグビー蹴球部　ラグビー大学選手権　優勝（2年連続） 

スケート部　　　日本学生氷上競技選手権大会　 

 女子総合優勝（2年連続） 

レスリング部 全日本学生レスリング王座決定戦　優勝 

ヨット部 全日本ヨット選手権大会　総合優勝 

軟式庭球部 全日本大学対抗ソフトテニス選手権大会　 

 男子団体優勝（2年連続） 

〈個人〉 

渡部暁斗 ノルディック世界選手権2009複合団体優勝 
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　（１）財政基盤の強化 
　 
　厳しい経済情勢の中、大学の使命である教育研究活動

を持続的に発展・強化させるため、危機意識を持ちながら

総合的に財政構造を見直していくことが強く求められてい

ます。これまで以上に経費の削減、業務の効率化など支出

構造を見直し、優先度を考慮した効率的な財政運営を行

うとともに、教育研究活動を積極的に推進するため公的資

金の積極的な導入や寄付募集などの財源確保に果敢に取

り組みました。 

　募金体制としては、従来の「早稲田大学後援会」制度を

発展的にリニューアルした恒常的な体制として、2009年

4月より「WASEDAサポーターズ倶楽部（早稲田大学後

援会）」の募集を開始します。「WASEDAサポーターズ

倶楽部（早稲田大学後援会）」は、年度会員として毎年度

一定額を寄付金として拠出していただき、本学から各種サ

ービスを提供する制度で、寄付金は奨学金制度の充実、キ

ャンパスの整備、スポーツ活動の支援等の財源となります。

また、2010年4月に予定されている高等学院中学部開

設を契機に、老朽化した高等学院校舎を一新し、教育環境

の整備・充実を目的とする「早稲田大学高等学院 教育環

境整備・充実事業募金」活動を開始します。 

　（２）本学を支える校友組織づくり 
　 
　本学の最大の支援者である校友を対象として、キャリア

支援（稲門コミュニティ）や校友同士のコミュニティの場の

提供（QuonNet）を関連会社を通じて開始し、大学リソー

スの継続的提供を通じて校友と大学との関係をより緊密

にしています。 

　また、校友会の寄付と校友が利用している早稲田カード

の手数料収入を財源とする「めざせ！都の西北奨学金（入

試前予約採用奨学金）制度」は、首都圏以外の地方出身者

に対する奨学金ですが、この運用を通じて地域校友会との

連携を強化していくことを検討しています。 

５． 経営基盤の強化 

海外拠点 

　（３）海外拠点の整備 
　 
　学生募集、教育・研究事業支援、海外校友（留学帰国生

など）の組織化、募金活動等を実施するため海外オフィス

を設けていますが、2008年度は上海、台北、ニューヨーク

に海外拠点を開設しました。上海オフィスは復旦大学内に

開設しており、現地機関の協力を受けることで最大限の成

果を期待しています。 
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　（４）キャンパス整備 
　 
　教育研究活動の基盤となる施設整備として、創立１２５周

年記念事業の一環である早稲田キャンパス新11号館が

竣工したほか、戸山キャンパス新33号館整備、所沢キャン

パス新教室棟新築、上石神井の高等学院整備に着手しま

した。 

　新築建物について地球環境に配慮しているのはもちろ

んのこと、既存施設についても高効率照明・空調への更新、

重油炊きボイラーから空調設備への置き換えなどにより、

地球環境保全に取り組んでいます。 

　（５）広報体制の強化 
　 
　他大学・他機関との協定・連携等の共同研究・教育事業、

研究成果発表などを発信するため、記者会見を含むニュ

ースリリースを150件行い、309件のパブリシティ（メデ

ィアでの報道）を得ました。 

　また、2008年度にリニューアルした大学ウェブサイト

や読売新聞社ウェブサイト上に展開する"WASEDA 

ONLINE"では、国際情報発信力の強化を目指して英語コ

ンテンツの充実を図りました。 

　さらに学内広報誌"CAMPUS NOW"の配布対象に学

生の保証人を加え、より幅広いステークホルダーに本学の

学術・文化活動を発信する新たな大学情報媒体として刷

新しました。 

早稲田キャンパス新11号館 
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学生数の推移 教員数の推移 

職員数の推移 一般入試志願者の推移 

校友総数（2009年4月1日現在） キャンパス面積 

（人） 

0
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専任 嘱託等 

数字で見る早稲田 

0
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合計 

124,671 
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171,712 
95,822 
247,637 
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　本学は、学部・大学院等の新増設をはじめ、新たな教育

研究環境の構築を従来から推進してきました。2008年

度は、大学院教職研究科を新設したほか、大学院政治学研

究科にジャーナリズムコースを開講し、また教育学部初等

教育学専攻を増設して一層の教育ニーズの充足をはかり

ました。そのほか、教員増員や奨学金制度の拡充等を行い、

教育研究条件のさらなる向上に努めました。 

　ハード面では、新11号館が竣工し創立125周年記念事

業が終了したほか、将来の留学生増加に備え、中野学生寮

建設予定地を取得しました。さらに、各校舎耐震強化改修

工事等を実施し、また所沢キャンパスＡ地区教室棟新築工

事を着工して、教育研究環境の一層の整備・充実をはかり

ました。 

　2008年度の消費収支の概況は、昨秋から続く経済不

況の影響もあって、収入面では、受託研究の減に伴う事業

収入の減少や、受取利息・配当金の減による資産運用収入

の減少等がありましたが、寄付金や補助金、雑収入が予算

を上回り、帰属収入全体としては予算額を約41億円程上

回りました。 

　他方、支出面においては、主に11号館の建物竣工に伴

う工事費（経費への振替）の増加などにより、教育研究経

費が予算を約30億円超過したほか、教職員の増加等に伴

う人件費の約13億円の予算超過等によって、消費支出合

計では予算額を約49億円上回りました。さらに、施設設

備関係支出等を主な内容とする基本金組入額が予算を約

2億円上回ったため、支出の総額では予算額を約52億円

上回ることになりました。 

　これらの結果、収支状況は予算段階での約104億円の

消費支出超過から、決算では約115億円の消費支出超過

へと悪化しました。しかしながら、これは教育研究環境の

整備・充実のために、将来への先行投資として、前述した

中野学生寮建設予定地（約55億円）等を全額自己資金で

取得したことなどが影響しています。 

　将来的には消費収支の均衡を目指していきますが、収

入を多く見込めないここ数年間は、帰属収支差額比率〔（帰

属収入－消費支出）÷帰属収入〕の5％以上確保（2008

年度は約37億円で3.7％）を目標に、支出面で経費削減

等を推進して健全性を確保した財政運営に努力していき

ます。 

　また、教育研究を支える財政基盤をより強固なものにす

るため、2008年度も引き続き有利子負債の圧縮に努め

た結果、借入金残高は2008年度末で約97億円となり、

ピーク時の1995年度の約390億円と比較して、約75％

（金額にして約293億円）残高を縮小させることができま

した。また、施設建設に係る長期未払金についても、

2009年度中に全額解消する見通しとなりました。 

財務の概要 

１． 2008年度決算 

【決算の概要】 

①消費収支計算書 

　2008年度の消費収支決算の概要について予算との対

比で説明しますと、まず収入面は、寄付金、補助金等の収

入科目が予算を上回りました。このうち寄付金は、15億

6,000万円の現物寄付の受入れが予算超過に大きく影

響しましたが、補助金については、「大学改革推進、研究拠

点形成費等補助金」等の獲得によって、予算を21億

8,200万円上回ることになりました。しかしながら、受託

研究等の減少に伴って事業収入が予算を5億1,900万円

下回り、そのほか資産運用収入が受取利息・配当金の減に

よって予算額を1億8,800万円下回ることになりました。

これらの結果、帰属収入合計は、予算を40億5,300万円

上回る986億6,300万円となりました。 

　他方、支出面では、主に11号館の建物竣工に伴う工事

費（経費への振替）等の増に伴う教育研究経費の増加など

により、消費支出の部合計は、予算を49億2,900万円上

回る949億6,800万円となりました。また、基本金組入

額は、校地・校舎・機器備品・図書等に対する支出額である

第１号基本金への組入額が主なもので、総額では予算を2

億4,000万円上回る152億3,500万円となりました。 

　以上により、2008年度の消費支出超過額は、予算より

11億1,600万円悪化して115億4,000万円となり、消

費支出超過額の累計額は前年度の666億8,300万円か

ら782億2,300万円になりました。 

  

（文中、表の金額については百万円未満を調整し百万円単

位とし、グラフの金額については、原則として億円単位で

表示しています。） 
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②資金収支計算書 

　2008年度の収支状況を、資金収支計算書により資金

の流れでみると、収入額は、2009年度新入生の入学時納

付金の前受金収入等を含め1,167億1,000万円で、前

年度より繰越された267億5,700万円を加えると、収入

合計は1,434億6,700万円となりました。 

　一方、支出額は、人件費、教育研究経費、管理経費、借入

金返済、施設･設備関係支出等1,171億3,100万円でし

たので、差し引き263億3,600万円が次年度への繰越支

払資金となりました。 

 

③貸借対照表 

　大学の財政状態を貸借対照表によって説明すると、

2008年度末現在の資産の総額は、3,332億7,100万

円で、その内訳は有形固定資産2,231億9,600万円、そ

の他の固定資産794億4,600万円および流動資産306

億2,900万円となりました。 

　他方、負債の総額は、借入金、退職給与引当金、前受金

など合計して538億7,400万円で、基本金は3,576億

2,000万円となり、その内訳は、校地・校舎・機器備品・図

書など教育・研究に必要な資産の自己資金調達額を示す

第１号基本金が3,074億3,900万円、将来の施設設備の

取得に充当するための資金の保有額を示す第２号基本金

が185億7,900万円、奨学基金、国際交流基金、研究助

成基金などの果実を教育研究のための経費の一部に充当

する基金である第３号基本金の249億900万円等となっ

ています。 

　翌年度繰越消費支出超過額は、115億4,000万円の

消費支出超過額によって、2008年度末で782億2,300

万円となりました。 

消費収支計算書 
2008(平成20)年 4月 1 日から 
2009(平成21)年 3月31日まで 
 

消費収入の部 

学生生徒等納付金　 63,445 62,997 448 

手数料　 4,783 4,755 28 

寄付金　 3,059 4,681 △ 1,622 

補助金　 10,025 12,207 △ 2,182 

資産運用収入　 3,672 3,484 188 

事業収入　 7,824 7,305 519 

雑収入　 1,802 3,234 △ 1,432 

帰属収入合計　 94,610 98,663 △ 4,053 

基本金組入額合計　 △ 14,995 △ 15,235 240 

消費収入の部合計　 79,615 83,428 △ 3,813 

 

消費支出の部 

人件費　 44,736 46,011 △ 1,275 

教育研究経費　 40,491 43,533 △ 3,042 

管理経費　 4,341 4,573 △ 232 

借入金等利息　 222 197 25 

資産処分差額　 182 543 △ 361 

徴収不能引当金繰入額　 57 61 △ 4 

徴収不能額　 0 50 △ 50 

予備費　 10  10 

消費支出の部合計　 90,039 94,968 △ 4,929 

 

当年度消費支出超過額　 10,424 11,540 

前年度繰越消費支出超過額　 69,112 66,683 

翌年度繰越消費支出超過額　 79,536 78,223

科　目 予　算 決　算 差　異 

帰属収入　987億円 

学生生徒等 
納付金 
63.9% 

（630億円） 

手数料 
4.8% 

（48億円） 

寄付金 
4.7% 

（47億円） 

補助金 
12.4% 

（122億円） 

事業収入 
7.4% 

（73億円） 

資産運用収入 
3.5% 

（35億円） 

雑収入 
3.3% 

（32億円） 

消費支出＋基本金組入額　1,102億円 

人件費 
41.8% 

（460億円） 

教育研究経費 
39.5% 

（435億円） 

管理経費 
4.1% 

（46億円） 

借入金等利息 
0.2% 

（2億円） 

資産処分差額他 
0.6% 

（7億円） 

基本金組入額 
13.8% 

（152億円） 

（単位 百万円） 



20

Waseda Annual Report 2008

資金収支計算書 
2008(平成20)年 4月 1日から 
2009(平成21)年 3月31日まで 

2009(平成21)年 3月31日 

収入の部 

学生生徒等納付金収入　 63,445 62,997 448 

手数料収入　 4,783 4,755 28 

寄付金収入　 3,059 3,121 △ 62 

補助金収入　 10,025 12,207 △ 2,182 

資産運用収入　 3,672 3,484 188 

資産売却収入　 0 10,130 △ 10,130 

事業収入　 7,824 7,305 519 

雑収入　 1,802 3,234 △ 1,432 

借入金等収入　 0  1 △ 1 

前受金収入　 12,404 12,639 △ 235 

その他の収入　 11,410 12,466 △ 1,056 

資金収入調整勘定　 △ 13,741 △ 15,629 1,888 

当年度収入合計　 104,683 116,710 △ 12,027 

前年度繰越支払資金　 18,246 26,757 △ 8,511 

収入の部合計　 122,929 143,467 △ 20,538 

 

支出の部 

人件費支出　 45,440 47,337 △ 1,897 

教育研究経費支出　 31,639 33,904 △ 2,265 

管理経費支出　 3,354 3,552 △ 198 

借入金等利息支出　 222 197 25 

借入金等返済支出　 1,380 2,023 △ 643 

施設関係支出　 16,741 13,813 2,928 

設備関係支出　 4,094 3,796 298 

資産運用支出　 3,794 7,914 △ 4,120 

その他の支出　 7,704 12,240 △ 4,536 

予備費　 10  10 

資金支出調整勘定　 △ 5,850 △ 7,645 1,795 

当年度支出合計　 108,528 117,131 △ 8,603 

次年度繰越支払資金　 14,401 26,336 △ 11,935 

支出の部合計　 122,929 143,467 △ 20,538 

 

 

科　目 予　算 決　算 差　異 

貸借対照表 

資産の部 

　固定資産　 302,642 303,016 △ 374 

　　有形固定資産　 223,196 214,769 8,427 

　　その他の固定資産　 79,446 88,247 △ 8,801 

　流動資産　 30,629 33,786 △ 3,157 

資産の部合計　 333,271 336,802 △ 3,531 

負債の部 

　固定負債　 28,256 32,300 △ 4,044 

　流動負債　 25,618 28,800 △ 3,182 

負債の部合計　 53,874 61,100 △ 7,226 

基本金の部 

基本金の部合計　 357,620 342,385 15,235 

消費収支差額の部 

消費収支差額の部合計 △ 78,223 △ 66,683 △ 11,540 

負債の部、基本金の部及び 
消費収支差額の部合計　 333,271 336,802 △ 3,531

科　目 本年度末 前年度末 増　減 

（単位 百万円） （単位 百万円） 
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　2008年度は、世界規模での金融経済危機に伴い、受取

利息・配当金収入（第３号基本金運用収入を含む）が昨年

度に比べて約10億円減少しましたが、引き続き効率的な

資金運用に努めて奨学金や研究費等の財源確保に尽力し

ました。 

　金融経済危機の長期化懸念もありますが、効率的な資

金運用を推進していく方針です。 

　有利子負債の圧縮や経費削減等の継続的な財政改革

により、2004年度～2008年度の財務比率は、消費収支

計算書関係比率（フロー面）を中心として徐々に改善され

てきました。貸借対照表関係比率（ストック面）については、

新たな教育研究環境を創設する新規事業等に優先的に自

己資金を投入してきたため、依然として改善途上の状態に

ありますが、大規模な施設計画が一段落する2012年度

以降には、消費支出超過額を極力抑制していく方針です

ので、ストック面の財務比率の改善が一層進むものと考え

ています。主な財務比率の推移については次表をご参照

下さい。 
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▲ 

▲ 
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800

600

400

200

0

30

35

40

25

20

15

10

5

0
（年度） 

（億円） （億円） 

残高 

普通預金等残高 

受取利息・配当金 
（第3号基本金運用収入を含む） 

利息額 

金融資産の推移 

 

有価証券等残高 

２． 効率的な資金運用による教育研究条件向上のための財源確保 

３． 大学財政の推移 
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主な財務比率の推移（2004年度～2008年度） 
1. 消費収支計算書の推移 

〔消費支出の部〕 
科　　目 

人件費  

教育研究経費  

管理経費  

借入金等利息  

資産処分差額  

徴収不能引当金繰入額  

徴収不能額  

消費支出の部合計  

当年度消費収支差額  

前年度繰越消費収支差額  

翌年度繰越消費収支差額  

帰属収支差額  

2004年度 

42,581 

32,278 

4,031 

382 

286 

38 

12 

79,608 

596 

△ 52,870 

△ 52,274 

11,011

2005年度 

42,857 

35,593 

4,196 

341 

774 

59 

51 

83,871 

△ 5,160 

△ 52,274 

△ 57,434 

10,836

2006年度 

43,091 

39,036 

4,595 

304 

141 

31 

20 

87,218 

△ 4,915 

△ 57,434 

△ 62,349 

9,537

2007年度 

44,544 

40,293 

4,810 

268 

167 

56 

20 

90,158 

△ 4,334 

△ 62,349 

△ 66,683 

14,136

2008年度 

46,011 

43,533 

4,573 

197 

543 

61 

50 

94,968 

△ 11,540 

△ 66,683 

△ 78,223 

3,695

（単位　百万円） 

科　　目 

学生生徒等納付金  

手数料  

寄付金  

補助金  

資産運用収入  

資産売却差額  

事業収入  

雑収入  

帰属収入合計  

基本金組入額合計  

消費収入の部合計  

2004年度 

58,103 

4,417 

4,599 

11,303 

1,486 

1,009 

6,989 

2,713 

90,619 

△ 10,415 

80,204

2005年度 

60,318 

4,539 

4,603 

12,269 

2,807 

20 

7,559 

2,592 

94,707 

△ 15,996 

78,711

2006年度 

62,449 

4,981 

4,450 

10,557 

3,480 

20 

8,114 

2,704 

96,755 

△ 14,452 

82,303

2007年度 

62,952 

4,931 

6,634 

14,711 

4,513 

0 

7,745 

2,808 

104,294 

△ 18,470 

85,824

2008年度 

62,997 

4,755 

4,681 

12,207 

3,484 

0 

7,305 

3,234 

98,663 

△ 15,235 

83,428

（単位　百万円） 〔消費収入の部〕 

（注）全国平均の比率は、日本私立学校振興・共済事業団が集計した私立大学（医歯系法人を除く全国４８７法人）の ２００７年度の平均値である。財務比率項目の右側の印は、△＝高い
値がよい　▼＝低い値がよい　を示している。評価欄の矢印については、上向き(　　)は本学が2004年度と2008年度を比較して改善傾向にあることを示し、下向き(　　)は 悪化傾
向を示している。横棒(－)はどちらとも言えないものを示している。（毎年5年間の数値を記載している）       

〔消費収支計算書関係比率の推移〕 
　　 財務比率 

人件費比率　▼ 

人件費依存率　▼ 

教育研究経費比率　△ 

管理経費比率　▼ 

借入金等利息比率　▼ 

消費支出比率　▼ 

消費収支比率　▼ 

学生生徒等納付金比率 

寄付金比率　△ 

補助金比率　△ 

基本金組入率　△ 

減価償却額比率 

帰属収支差額比率　△ 

2004度 

47.0 

73.3 

35.6 

4.4 

0.4 

87.8 

99.3 

64.1 

5.1 

12.5 

11.5 

10.4 

12.2

2005度 

45.3 

71.1 

37.6 

4.4 

0.4 

88.6 

106.6 

63.7 

4.9 

13.0 

16.9 

10.3 

11.4

2006度 

44.5 

69.0 

40.3 

4.7 

0.3 

90.1 

106.0 

64.5 

4.6 

10.9 

14.9 

9.9 

9.9

2007度 

42.7 

70.8 

38.6 

4.6 

0.3 

86.4 

105.0 

60.4 

6.4 

14.1 

17.7 

9.3 

13.6

2008度 

46.6 

73.0 

44.1 

4.6 

0.2 

 96.3 

113.8 

63.9 

4.7 

12.4 

15.4 

10.6 

3.7

全国平均 

51.4 

71.7 

29.7 

8.7 

0.5 

92.6 

108.3 

71.6 

3.0 

12.1 

14.5 

11.4 

 7.4

評　価 算式（×100） 
人件費 

帰属収入 

人件費 

学生生徒等納付金 

教育研究経費 

帰属収入 

管理経費 

帰属収入 

借入金等利息 

帰属収入 

消費支出 

帰属収入 

消費支出 

消費収入 

学生生徒等納付金 

帰属収入 

寄付金 

帰属収入 

補助金 

帰属収入 

基本金組入額 

帰属収入 

減価償却額 

消費支出 

帰属収入－消費支出 

帰属収入 

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13

（％） 
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〔負債の部・基本金の部・消費収支差額の部〕 
科　　目 

固定負債  

流動負債  

負債の部合計  

  

第１号基本金  

第２号基本金  

第３号基本金  

第４号基本金  

基本金の部合計  

 

 消費収支差額の部合計  

  

負債・基本金・消費収支差額の部合計 

2004年度 

44,295 

30,560 

74,855 

 

244,640 

19,002 

24,477 

5,348 

293,467 

 

△ 52,274 

 

316,048

2005年度 

39,936 

30,909 

70,845 

 

256,128 

23,030 

24,531 

5,775 

309,464 

 

△ 57,434 

 

322,875

2006年度 

35,502 

29,130 

64,632 

 

269,600 

23,608 

24,609 

6,098 

323,915 

 

△ 62,349 

 

326,198

2007年度 

32,300 

28,800 

61,100 

 

290,788 

20,409 

24,752 

6,436 

342,385 

 

△ 66,683 

 

336,802

2008年度 

28,256 

25,618 

53,874 

 

307,440 

18,579 

24,909 

6,692 

357,620 

 

△ 78,223 

 

333,271

（単位　百万円） 

２． 貸借対照表の推移  

科　　目 

固定資産  

　有形固定資産  

　その他の固定資産  

流動資産  

資産の部合計  

2004年度 

284,217 

195,790 

88,427 

31,831 

316,048

2005年度 

290,393 

198,325 

92,068 

32,482 

322,875

2006年度 

296,550 

200,252 

96,298 

29,648 

326,198

2007年度 

303,016 

214,769 

88,247 

33,786 

336,802

2008年度 

302,642 

223,196 

79,446 

30,629 

333,271

（単位　百万円） 〔資産の部〕 

（注）全国平均の比率は、日本私立学校振興・共済事業団が集計した私立大学（医歯系法人を除く全国４８７法人）の２００７年度の平均値である。財務比率項目の右側の印は、△＝高い値
がよい　▼＝低い値がよい　を示している。 評価欄の矢印については、上向き(　　)は本学が2004年度と2008年度を比較して改善傾向にあることを示し、下向き(　　)は悪化傾向
を示している。（毎年5年間の数値を記載している） 

〔貸借対照表関係比率の推移〕 
財務比率 

自己資金構成比率　△ 

固定比率　▼ 

固定長期適合率　▼ 

固定資産構成比率　▼ 

流動比率　△ 

流動資産構成比率　△ 

総負債比率　▼ 

負債比率　▼ 

固定負債構成比率　▼ 

流動負債構成比率　▼ 

消費収支差額構成比率　△ 

基本金比率　△ 

2004度 

76.3 

117.8 

99.6 

89.9 

104.2 

10.1 

23.7 

31.0 

14.0 

9.7 

△ 16.5 

91.9

2005度 

78.1 

115.2 

99.5 

89.9 

105.1 

10.1 

21.9 

28.1 

12.4 

9.6 

△ 17.8 

93.4 

2006度 

80.2 

113.4 

99.8 

90.9 

101.8 

9.1 

19.8 

24.7 

10.9 

8.9 

△ 19.1 

95.2

2007度 

81.9 

109.9 

98.4 

90.0 

117.3 

10.0 

18.1 

22.2 

9.6 

8.6 

△ 19.8 

95.9 

2008度 

83.8 

108.3 

98.4 

90.8 

119.6 

9.2 

16.2 

19.3 

8.5 

7.7 

△ 23.5 

97.2

全国平均

87.2 

98.5 

91.0 

85.9 

251.2 

14.1 

12.8 

14.7 

7.2 

5.6 

△ 4.6 

96.9

評　価 算式（×100） 
自己資金 

総資金 

固定資産 

自己資金 

固定資産 

自己資金＋固定負債 

固定資産 

総資産 

流動資産 

流動負債 

流動資産 

総資産 

総負債 

総資産 

総負債 

自己資金 

固定負債 

総資金 

流動負債 

総資金 

消費収支差額 

総資金 

基本金 

基本金要組入額 

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12

（％） 
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0
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800

1,000

1,200

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 予算 
（年度） 

1999年度  コート 
西早稲田7戸売却 

2000年度 東伏見 
校 地 一 部 売 却  

2001年度 研究開発センター・ 
シルマンホール・上井草運動場取得 

2003年度 西早稲田ビル 
の収益事業会計からの繰入 2004年度 軽井沢 

離山下土地売却等 

2006年度喜久井町キャンパス 
隣接地取得等 

2008年度中野 
国有地取得等 

2005年度 東京女子医大との国有地 
共同取得、留学生寮用土地・大隈会館 
隣 接 地 取 得 、館 山 校 地 売 却 等  

棒グラフの左側は、帰属収入、右側は消費支出と基本金組入額の合計を表す。 

補助金 

手数料 

学生生徒等納付金 

基本金組入額 

徴収不能引当金繰入額他 

寄付金 

雑収入 

事業収入 

資産運用収入 

資産売却差額 

資産処分差額 

管理経費 

教育研究経費 

人件費 

借入金等利息 

1998年度～2001年度は授業料1.9％改定、施設費定額改定 2002年度～2005年度は授業料1.5％改定、在学生減額改定 2006年度～2009年度は授業料0.7％改定、在学生減額改定 

（億円） 

△800

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

3,200

3,600

4,000

（億円） 

△400

1999年度末 2000年度末 2001年度末 2002年度末 2003年度末 2004年度末 2005年度末 2006年度末 2007年度末 2008年度末 

流動資産 

その他の固定資産 

固定資産 

流動負債 

固定負債 

基本金 

消費収支差額 

1,584

773

233

2,158

△360

569

223

1,573

802

318

2,249

△316

559

201

1,755

842

218

2,458

△414

436

335

1,825

867

210

2,660

△482

439

285

1,892

828

313

2,831

△529

428

303

1,958

884

318

2,935

△523

443

305

1,983

921

325

3,095

△574

399

309

2,003

963

296

3,239

△623 △667 △782 

355

291

消費収支の推移 

貸借対照表の推移 

2,148 

2,232 

3,424 3,576 

323 

882 795 

306 338 288 256 

283 
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